
まち･ひと･しごと創生本部
民間有識者で構成される「日本創成会議」が消滅可能性自治体のリストを発表するなど、人口減少問

題に対する危機感が高まるなか、2014年９月、政府は人口減少克服・地方創生を実現するための司令
塔として「まち・ひと・しごと創生本部（以下、創生本部）」を設置しました。これは、総理大臣が本部長、地
方創生担当大臣と官房長官が副本部長となり、人口急減・超高齢化に対する政府一体の取組を通じ
て、各地域が自律的・持続的な社会を創生できるよう内閣に設置された組織です。
創生本部では、魅力あふれる地方を創生するため、①若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実

現、②『東京一極集中』の歯止め、③地域の特性に即した地域課題の解決、という３つの基本的視点を
設定しています（図表１）。これらの実現に向けて、創生本部は、人口減少やまちづくりといった分野の有
識者12名を中心に組織された「まち・ひと・しごと創生会議」などで、人口減少克服・地方創生に向けた
議論を進めています。今後は、国と地方が総力をあげて取り組むための指針として、「長期ビジョン」と「総
合戦略」が2014年内に決定されるとともに、政府は地方における行政・民間それぞれの自主的な取組を
積極的に支援していく方針です（図表２）。
ただし、人口減少克服・地方創生への取組における課題として、①地方が抱える問題は地域によって
異なるため、同じ枠に当てはめるような方法では不十分であること、②地方に対する予算の「バラマキ
型」投資だけでは、持続的な社会の実現は困難であること、③各府省庁における「縦割り」行政が円滑
な施策執行を妨げること、などが挙げられており、効果的な政策を展開するうえで、創生本部にはこうし
た課題に対応していくことが求められます。
2014年６月に発表された「経済財政運営と改革の基本方針2014」をみると、政府は人口減少につい

て、若者・子ども世代のためになっているか、結婚・子育てしやすい環境を実現する仕組みになっている
か、という観点からあらゆる分野の制度・システムを見直し、抜本的な改革・変革を推進すべき時期に来
ているとしています。今後、創生本部が人口減少克服・地方創生の実現に向けた政策の中心的存在と
なり、前掲の基本方針に掲げられた「50年後に１億人程度の安定した人口構造を保持する」との目標に
向けて、必要な施策を随時遂行していくことが期待されます。　　 　　　　　
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図表2 今後の進め方
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図表1 地方創生のための３つの基本的視点

３つの基本的視点 まち・ひと・しごと創生本部
での検討項目

・人口減少を克服するため、若い世代が安心して働き、希望通り結婚・出
産・子育てをすることができる社会経済環境を実現する。

若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現

・地方から東京圏への人口流出（特に若い世代）に歯止めをかけ、地
方に住み、働き、豊かな生活を実現したい人々の希望を実現する。東京
圏の活力の維持・向上を図りつつ、過密化・人口集中を軽減し、快適か
つ安全・安心な環境を実現する。

『東京一極集中』の歯止め

・中山間地域等において、地域の絆の中で高齢者をはじめ全ての人々が
心豊かに生活できるよう、小さな拠点における制度縦割りを排除した「多
世代交流・多機能型」の生活サービス支援を推進する。　
・地方中枢拠点都市及び近隣市町村、定住自立圏における「地域連携」
を推進し、役割分担とネットワークを形成することを通じて、地方における
活力ある経済圏を形成し、人を呼び込む地域拠点としての機能を高める。　
・大都市圏等において、過密・人口集中に伴う諸問題に対応するととも
に、高齢化・単身化を地域全体で受け止める「地域包括ケア」を推進
する。

地域の特性に即した地域課題の解決
魅力あふれる
地方を創生

①地方への新しいひとの
流れをつくる

②地方にしごとをつくり、
　安心して働けるようにする

③若い世代の結婚・出産・
　子育ての希望をかなえる

④時代に合った地域をつくり、
　安心なくらしを守る

⑤地域と地域を連携する

・長期ビジョン、総合計画の決定
・地方における取組の積極的支援

ヘルスケア

日常生活の中で、私たちは様々なストレスに
さらされています。労働現場でも、健康を保つ
うえでメンタルヘルス対策の重要性が認識さ
れ、こころの健康、精神健康を守る対策が実施
されていますが、十分であるとは言えないのが
現実です。
従来は、ストレスの元となるものを除去する

対策（例：残業時間を短くするなど）やストレス
反応を軽減する対策（例：休息をとる、リラック
ス方法など）がとられてきました。
ストレスとはボールを押す指とボールのへ

こみに例えられるように、指はストレッサー、
その力によって生じるボールのへこみがスト
レス反応で、その両方を含んだ意味で、私たち
は「ストレス」という言葉を日常的に使ってい
ます。ストレスをなくすことは、仕事の量と質
が問われる現代社会の中では難しいものです。
そこで、一人ひとりがストレスと上手に向き

合える力を育てていくことが大切になり、スト
レスをなくしたり、全て跳ね返すことが良いと
は考えず、ストレスにうまく対処する力をつけ
ていこうとする新しい取り組みが生まれてい
ます。その力は「SOCストレス対処力＝Sense of 
Coherence（首尾一貫感覚）」と呼ばれ、世界各国
で用いられています。SOCは様々なストレッ
サーや危機から自分を守るだけではなく、それ
らを自らの成長や発達の糧、豊かな人生の糧に
していく力であると考えられています。
私は今までに、どの様な職場で働く人のスト

レス対処力は高まるのか、ストレス対処力が高
いと本当に精神健康が良好なのかの調査研究
を行ってきました。調査からはストレス対処力
と精神健康、職場風土と精神健康の関連が認め

られました。
ここで調査の中から、ストレス対処力が高

かった人が、困難な状況でどのように乗り越え
てきたかを少し紹介したいと思います。「相談
する」「助けを求め協力してもらう」「手伝って
もらう」という回答が多く、自分だけで抱える
のではなく、他者から支援を得ること、自分以
外の資源をうまく利用しながら対処すること
が助けになっていることがわかりました。「話
を聴いてもらう」｢あきらめる｣｢開き直る｣など
情緒的な重荷を軽減し気持ちを切り替えよう
とする対処もうかがえました。中には「自分の
為に言ってくれている」「経済面だけを考えた」
「自分が今まで行ってきた仕事実績と責任、自
信を思い出す」など見方を変え、状況を別の角
度から見つめ、その意味を捉えなおすことで乗
り越えようとしている人も多いこともわかり
ました。他には「学習する」「スキルをつける」な
ど、困難な状況から積極的な意味を見出し、次
の行動へつなげている対処法も見られました。
これらは何か特別で新しいことではありませ
んが、取り入れやすい対処法です。同時に職場
の中で、困った時に相談できる、助けを求めら
れる、話を聴いてもらえるなどの風土を作り出
すことが必要になります。
いつもどうすればそのような職場が作れる

のでしょうか？と聞かれます。その答えは職場
の中にあるはずです。それぞれの職場の中で仲
間同士、自分たちの職場について話し合うこと
で、できることをぜひ発見していってほしいと
思います。その中で、良好な職場風土やストレ
ス対処力が育ち精神健康が保たれ、健康職場に
つながると考えます。

健康職場づくり

　　　　　　　准教授　萩　典子
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